
集合住宅における新たな所有形態の実態と普及可能性に関する研究
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本研究では、集合住宅における新たな所有形態等の実態を明らかにし、特に外国の住宅協同組合の仕組み との比較を通

して、その普及可能性を探ることを目的とする。その結果、アメ リカでは、コープ住宅が中低所得向けの受け皿 として、

賃金、税金、助成等の優遇を受けていることが分かった。また 日本のように持家志向の強い、フランス及び韓国では、近

年、住宅協同組合関連の法律が制定 され、持家 と賃貸以外の新たな所有形態の選択肢が増えていることが明らかになった。

日本においても、所有形態の新たな動きとして、有限責任事業組合、賃貸型コープ、株主居住権方式の住宅が登場 してお

り、管理組合の法人化による経営管理等の新たな試みがみられた。
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The purpose of this research is to clarify conditions of new ownership types of collective housing, and to explore its possibility of 

popularity through comparison to housing cooperative systems abroad. In America, housing cooperatives receive preference on rent, 

tax, subsidy as housings for medium-low income class. In France and Korea where home ownership-oriented is dominated, housing 

cooperative laws were established and new ownership types rather than home ownership and lease are increasing. In Japan, there are 3 

new ownership type movements, limited liability partnership, lease type cooperative and stockholder residence rights. Business 

administration by incorporated management association was newly explored.

1.は じめに

日本では、ここ数年、マンションの新たな標準管理規

約案から 「コミュニティ条項」の削除が話題 とな り、平

成28年3月 国土交通省 より「マンションの管理の適正化

に関する指針」が告知された。人 口の約ll%が 居住する

区分所有マ ンシ ョン ・団地の中には、管理不全、不良ス

トックの発生等 とい う社会問題が発生 し、地域のコミュ

ニティに対 しても悪影響を及ぼしてい る。また、郊外住

宅地においては、急激な高齢化や空き家 に加えて、分譲

マンシ ョンのような管理組織が存在 しないことか ら、個

人による課題解決は限界があると言っても過言ではない。

欧米の住宅の中には、住宅協同組合(ハ ウジングコー

ポラティブ)が 不動産の所有権があり、住み手が主体的

に意思決定や合意形成などを行 う仕組みがある(表1)。

一方で、日本のコーポラティブハ ウス(以 下、 コープ

住宅)は 、建設時に組合を結成するが、入居後は個々の

居住者が建物を区分所有するため、一般的な分譲住宅に

近い。 しか し、最近は 日本においては、賃貸型コープ住

宅、株主居住権方式住宅、有限責任事業組合(LLP)方 式

住宅などの新 しい所有形態の試みがみ られ る。

表1各 国の住宅所有形態の分類(コーポラティブハウスの場合)

所有形態 コープ住宅のタイプ 主な国

使用権型

期限付使用権型組合所有

居住権型

自力建設型

個人所有

協同建設型

第三者所有 管理型

欧米諸国の主流(カナダ、ドイツ等)等

スペイン等

北欧諸国の主流(ス ウェーデン、デンマーク等)、スペイ

ンの一部、フランスの一部、アメリカの一部等

力ナダの一部、アジア各国の一部(韓 国、インドネシア

等)等

欧米各国の一部(フ ランス、カナダ等)、アジア諸国の

主流(日 本、韓国等)等

力ナダの一部等

※分 類 は『コーポラティブ ・ハ ウジング』文1)と筆 者 の現地調 査 などにより作成

*1千 葉大学大学院工学研 究院 助教 ・学博 *2有 限会社TAICO代 表取締役 ・建修



日本国内の新たな所有形態お よび権利 関連の研究動

向をみると、法学や社会学などの観点か ら特定国の協同

組合において法律や政策面を取 り上げた既往研究は数編

あるが文2)～3)、これ らの観点に加 え建築計画および都市

計画面を含む総合的な観点か ら住居の新たな所有形態お

よび権利を取 り上げている既往研究はほとんどない。

以上のように、 日本国内におけるマ ンシ ョン ・団地、

住宅地の関連の法 ・建築制度の未整備や経年変化 したマ

ンションの住環境の問題 と課題を踏まえて、特に集合住

宅の区分所有 に代わる新たな所有形態について検討す る

必要が生 じているが、本格的な住宅関連 の所有形態の研

究はほとんどな されていない。

このため、本研究では、 日本の集合住宅における新た

な所有形態および権利などの動きおよび実態を明 らかに

し、特に外 国の住宅協同組合の仕組み との比較を通 して、

その普及可能性 を探 ることを目的とす る。

2.調査概要

2.1日 本国内の調査

日本の新たな所有形態の住宅運営主体(有 限責任事業

組合2事 例、賃貸型 コープ住宅1事 例、株主居住権方式

住宅1事 例)と 、集合住宅において先進的な取 り組みを

行っている事例(管 理組合法人2事 例)に 対 して現地訪

問 し、ヒア リング調査を行った(表2-1)。 また、法学者

らへのヒアリング調査(2018年2H)を 実施 し、日本の

民法での高経年団地再生の課題、合同会社 と有限責任事

業組合の集合住宅への適用可能性 と限界、空き住戸(ま

たは空き家)お よび不在者への対応など、区分所有法の

限界 と課題等について伺った。

表2-1日 本の新たな住宅所有形態事例の調査概要

調査対象 調査 場所(時期) 調査方法と内容

●管理組合法人 現地訪問及びヒアリング調査
Nハ イツ 京 都 市(2018.7) 法 人化の理 由,事 業活動,

H団 地 横 浜 市(2018.8) コミュニティ活動,現 組織の

問題点と課題等

●有限責任事業組合 現地訪問及びヒアリング調査
Nハ ウス※ 多摩 市(2017.11) LLPの 理 由,事 業 活 動,コ ミ

シェアハウスB 前橋 市(2018.8) ユニティ活動,課 題等

●賃貸型コープ 現地訪問及びヒアリング調査
コープ住宅A※ 東 京 都(2017.12) 賃貸型 コープ住宅の理 由,

賃借人 による管理運営,コ ミ

ユニティ活動,居 住者の高齢

化や入居者の入れ替わりに

よる課題等

●株主居住権方式 現地訪問及びヒアリング調査

Hハ ウ ス※ 奈 良県(2018.7) 株主居住権方式の理由,高

齢居住者の変化による譲渡
や相続対策 課題等

※の印の事例 は過 去に数 回調査 してお り、本 稿でそれらの結 果も言 及する

2.2海 外の調査

まず、世界各国の住宅組合所有制度および関連法、合

わせてコン ドミニアム関連法などについてウェブや文献

等による調査 を実施 した。その中で、現代のコープ住宅

が始まったといわれてい る、イギリス と同 じ年代の1800

年代後半に最初の住宅協同組合が組織 され、コン ドミニ

アムと効果的に競合す るためにコープ住宅数が増加 した

アメ リカの調査を行った。欧州の中では、日本 と同 じく

持ち家志向が高く、2014年 に住宅協同組合法が復活され

た、フランスの関連団体と事例の調査 を行った。また、

アジアの中で 日本 よりコープ住宅の取 り組みが遅れた韓

国では、住宅管理協同組合の初試みの動きがあり、その

事業主体および事例に対 して調査を行 った(表2-2)。

表2-2外 国の住宅組合所有事例の調査概要

調査対象 調 査場所(時期) 調査方法と内容

●アメリカ 現地訪問及びヒアリング調査
UrbanHomesteading NewYork市 アメリカの住宅協同組合の歴

AssistanceBoard (2018.6) 史,法 的枠組 み,コ ープ 住

(UHAB) 宅の種類 ・特徴・運営,コ ンド

ミニウムとの違い,UHABの

役割,課 題 など

●韓国 現地訪問及びヒアリング調査

ソヘンジュ ソウル市 韓国の共同体住宅の現状,

キノチェ (2018.8) 共同体住宅の理由と仕組

み,事 業活 動,運 営管理 方

法,課 題など

●フランス 現地訪問及びヒアリング調査

F6d6rationFrangaisedes
⊥

Lyon巾,Paris フランスのコープ住宅と参加

c・・P6rativesd'Habitants 市(2018.10) 型 住 宅の 歴 史,LoiAlur法,

(HabicoOP) コー プ 住 宅 の理 由と仕組

Collectifd'Animationde み,新 たな事例 の特徴と問

1'HabitatParticipatifen 題点,運 営管理方法,課 題

ile-de-F旧nce(CAHP≒IDF) など

3.欧 米およびアジアの集合住宅における新たな所有形態

の動向

3.1ア メリカ

アメリカでは、1800年 代後半に最初 のコーポラティブ

がニュー ヨークで組織 され、2010年 現在、総コープ住宅

数は、6400プ ロジェク ト、1200000戸 である。この うち

425000戸 は価格制 限型又 はゼ ロ価格型であり、775000

戸は市場価格型である。 これは総住宅戸数の約1%に 該

当する。現在半数以上のコープ住宅はニューヨークにあ

り、その多くは市場価格型である。 コン ドミニアムと効

果的に競合するためのコープ住宅の有利性は、低資金、

低不動産税、転売時の低コス ト、社会的投資 ・部分的な

外部助成 ・部分的な内部助成の受け入れやす さ、などで

ある。これ らの特性ゆえ、コープ住宅は増加する中低所

得者向け住宅需要のニーズに応 えている。

アメリカのコン ドミニアムとコープ住宅の違いは、大

きく次の3つ に分けることができる。

1)所 有形態

コン ドミニアム住戸の購入者は、その住戸と不可分の

コン ドミニアム共有物の不動産譲渡証書を受け取る。購

入者は購入物件 と担保に抵当ローンを借 り、自分の不動

産税 を支払 う。共有物の管理は各購入者が共益費を管理

役員会へ支払い賄 う。

コープ住宅の購i入者は、住戸の不動産譲渡証書を受け

取 らない。購入者は建物の不動産譲渡証書を所有す る会

社の持ち分所有者 にな り、所有者は個人の不動産利益(株



の持ち分)と 専有同意書または所有権付賃貸 と呼ばれ る

長期間住戸を賃貸す る権利(通 常は99年)を 得る。また、

購入者はローン返済の保証 として持ち分株 と所有権付賃

貸を担保 として資金 を得る。不動産税を含む共有物の維

持は各持分所有者がコーポラティブ会社へ払 う維持費で

賄われ る。 コーポラティブ会社は建物全体の改修や購入

の資金調達用の担保の返済 を保証するために所有権 を使

う。 この担保の返済金額は各持分所有者の月の維持費 に

均整に含まれ る。

2)コ ン トロール

会社の内規と専有同意書 を通 して、 コーポラティブは

役員会の役員が広大な力を持つ構造になっている。持 ち

分所有者によって選ばれた役員会は各住戸の転貸や再販

売を含む各個人の住戸をも対象 とした非常にたくさんの

決定に対 し中心的コン トロールを持つ。 コーポラテ ィブ

のゴールが現在 と将来のメンバーのために住戸の低価格

を維持することであるなら、役員会は再販売の利益 と価

格の制限を適用 し監視す るカがある。また役員会はコー

ポラティブ運営管理書類に記されたこれ らの制限に従 う

責任を負 う。

これ に対 し、コン ドミニアムでは各住戸のオーナーの

連合体を代表 し、主に管理機能を担 うマネージャー会を

活用す る。所有権は中央集権化 された会社ではな く個人

の専有に属す。マネージャー会の基本的な役割は建物共

有部の維持である。販売や転貸に関 しては限定的なコン

トロール しか有 しないため、長期間にわたる低価格性 を

確保す るのは困難である。

3)資 金

コーポラテ ィブモデルではコーポラテ ィブ会社が不

動産譲渡証書を保有する。 これは会社が取得資金調達や

再建資金調達のブランケッ トモーゲージの保証 として全

不動産を使用することを可能にす る。資金調達の負担は、

個人の所得により必要資金調達が困難な個人の持ち分所

有者ではなく、会社 にある。各不動産所有者がそれぞれ

の住戸の資金調達に対 して責任 も持つ コン ドミニアムで

は、資金調達の苦労を共有することはできない。またコ

ン ドミニアムでは全不動産 に対 しブランケ ットモーゲー

ジを設定できない。

コーポラテ ィブメンバーがグループ とな り全不動産

を担保物件 として使用 し資金調達できることは資金調達

の 目標達成において強力な優位性 を持つ。

3.2フ ランス

2013年 現在(世 界経済新聞より)フ ランスでは、持 ち

家率が55%程 度であ り、日本の60%の 比べて も持ち家志向

はそれ ほど低 くなく、10人 のフランス人の うち9人 が私

有化を 目指 しているといわれている。 この願望は、所有

権であるフランスの住宅協同組合が 目指す開発の形に影

響 を与 えて きた。

1)2014年 前 までの住宅 協 同組合 の歴 史

住 宅 協 同組合 の前 身 で あ るパ リ協 同組 合連 合会(the

Soci6t6co-op6rativeimmobilieredesouvriersde

Paris)に よ り1867年 に建設 され た第12区 の 住宅 地 をは

じめ、様 々 な取 り組み が行 われ た。組 合 に とっては住宅

問題 は大 き な懸 念材料 の一つ であ った。

フ ランス の住 宅組合 運動 は、HBM("HabitationsaBon

Marche"安 価 な住 宅 とい う意 味)の 出現へ の道 を開いた

1894年 シ ー グフ リー ド法(SiegfriedAct)、 協 同組 合 が

関 与 す る仕 組 み を 特 定 し た1906年 ス トラ ウ ス 法

(StraussAct)、HBMコ ー ポラテ ィブ を可能 にす るた め

の低融 資n一 ンを導入 した1908年 リボ ッ ト法(Ribot

Act)、 及 び協 同組 合 に対す る低 減 した利子 融資 を可能 と

した1921年2月 の法に よ り、20世 紀 初頭 に盛 んに なっ

た。

第二次 世界大 戦以前 に1万 戸の コー ポラテ ィブ住 宅 が

建 築 され たが 、そ れ は主 に 「適 度 な所有 権("modest"

ownership)」 を 可能 とす るこ とに焦 点 をあてた もので 、

HBMと い う名称 は1951年 にHLM(HabitationsaLoyer

Modere、 賃 貸管 理住宅)へ と名 称変 更が されて いる。

第 二次 世 界 大戦 末 期 の住 宅 状況 は一 種 の災 害 に あ っ

た よ うな状況 であ った。 この当時、2つ の コー ポ ラテ ィ

ブのア プ ロー チが共存 して いた。1つ はキャス ターズ運

動(TheCastorsmovement)と い うもので、比較 的 中流

階級 の人 々 に対 し、個 人の努力 と建 築機 関の コ ミュニテ

ィ活 動 を基 に非HLMシ ス テ ムの下 で 自己の住 宅 を建 築す

る とい うもの であ った。 そ の結 果1948年 か ら1952年 の

間で12,100住 戸 以上 が建築 され た。 これ と並行 して、

HBM(HLM)は 、活動 を再 開 し、1947年 に は開発 も再 開 させ

た。HBMの 協 同住 宅 は 、賃 貸 ・所 有 ア プ ロー チ(the

rent-to-ownapproach)を 用 いて 開発 され たが 、 これ は

徐 々 に財産 の所 有権 を獲 得 してゆ くとい うもの であった。

住 宅 を建築 し、借入 ・購入 形式(thelease-to-purchase

formula)と い うこ とで実施 していた。1950年 か ら1965

年 の 問 に35年2%の 住 宅 ロー ンに よ り、140のHLMが 設

立 され 、お よそ130,000の 住 戸が提供 され てい る。

協同組合 で は、賃貸 だ けのプ ロジェ ク トも開発 してい

たが、それ は少数 であ った。上記 の よ うな形 態 にお いて、

営 業費用 をカバ ーす るた めの月額賃料 に関 して、 当該住

戸 を 占有す る権利 と して他人 に移転 で きる 「持分権 」 を

当該賃 料 の少 な く とも15%分 と 同等 の もの として組 合

員 が有す るとされ た。住 宅建築 に加 え、協 同組合 では組

合員 が直 面す る問題 を解 決す るた めに、連 帯貯蓄 資金 を

管理 し、当該資金 か ら資金 を貸 し付 けた り、金融機 関 と

協力 した り、賃貸 ビル を所有 ・管理 を した りした。

第2の 団体 であ るtheFederationfrangaiseは1953

年 に 設立 され 、2つ の団体 はそ の後1963年 に 統合 され た。



行政 側 はHLM協 同 組合 の建築 と管理 とい う二重 の使命

につ いて 関心 を増す よ うにな った。協 同組合 の 自己努 力

をよ り生 かす た め、組合 と組合員 を保護 す るため、3度

に渡 る法改 正 を実施 した。 行政側 で は、存在 してい た3

つ の形 態 、つま り賃貸 ・所 有形式(rent-to-own)、 賃 貸

借(co-oprental)、 協 同組 合直接 賃貸(traightforward

renta1)に 伴 うリス クを軽 減す るた めの財務 的及び組 織

的 な枠 組み の導入 を求 めてい た。

1965年11.月 の 法改正 に よ り、賃貸借 、賃貸 ・所 有形

式 を再定義 し、持 分権制度 を改革 した。 協 同組 合 の賃 貸

を禁止 し、既 存 の制 度 をHLM組 織 に割 り当て るこ とを求

めた。 この よ うに して合計27,610の 住 宅 が移転 され た。

協 同組 合 は財 産所 有 を専 門 とす る こ とを余儀 な く され た。

協 同組 合 は、様 々な異 な る方法 で住宅 を求 めてい る人々

の ニーズ を常 に満 たそ うと努力 してい たた め、 これ は大

きな変化 とな った。

1971年7.月 の 法令 に よ り、協 同組合 が独 自に建築 す る

権利 を奪い 、第三者 のサ ー ビスを使用す るこ とを強制 し

た。 これ以 降、建 築 と管理 の機能 は別個 の法人 に分割 さ

れ た。

建設 を続 け るこ とを望 むの であれ ば、賃貸所 有協 同組

合(Therent-to-ownco-operativesocieties、SCLA)

は 、 ソ シ エ テ 協 同 組 合(Societecooperativede

production、SCP)」 に 転換 しな ければ な らな かった。

多 くの 団体 は、新 しい行 政上 お よび 立法上 の変更 に負

担 がかか りす ぎて、協 同組 合形態 をあき らめ、企業 の設

立 に向 けて動 き出 した。1972年 か ら1974年 の 問 に、50

の 賃 貸 ・所 有型協 同組合 がHLM組 織 にな るための地位 を

断念 した。最 終 的には 、通 常 の賃貸借 が数年 前か ら行 わ

れ ていた こ とか ら、協 同組合 に よる賃 貸借 が禁止 された。

協 同組 合 は、1947年 か ら1971年 の 間に5万 台以上 の賃

貸住 戸 を建設 し、管理 してい たが 、これ に よ り、10年 以

上 にわた ってHLM協 同組合 の崩壊 をもた らす ことにな っ

た。

そ の間 、キャス ト運動 か ら生まれ た非HLM協 同組 合 も、

資金源 の不 足の ため に存在 しな くな った。そ の後、 よ り

柔軟 な協 同組 合規制 のた めの ロ ビー活 動 が続 け られ た。

そ の結果 、1983年 、 協同組合 は1971年 に 失 ったすべ

て の管轄領域 を徐 々 に回復 させ た。HLM協 同 組合 は、義

務審査 と呼ばれ るモニ タ リング ・シ ステム を確 立 し、す

べ てのHLM組 織 は、1983年 法 に従 うこと とな った。運動

はそれ 自体 を再定 義 し、低 収入 の人 々の所有 を促進す る

とい う目的 を再確認 した。

協 同組合運 動 はそれ 自体 を再 定義 し、低収入 の人 々の

所有 を促進す る とい う目的 を再確 認 した。現在 も適用 さ

れ て い る ア プ ロ ー チ で あ る 賃 貸 ・所 有 ア プ ロ ー チ

(Rent-to-own)は 、1984年7月12日 法 の下 で定義 され、

認 め られ た。 この期 間 、HLM協 同 組合 は、公 立事務 所、

HLM住 宅 会社 、不動 産信用 会社 、地域HLM団 体 か らな る

HLM組 合(1925年 に 共 同設 立 した)の 団体 へ と移行 した。

1992年 に 合 意 さ れ た 協 同 組 合 近 代 化 法(The

CooperationModernizationAct)と2000年 の都 市連帯

と再生法(SRU)に よ り、HLM協 同組 合 はフ ランスの住居

の真 の ステー クホル ダーの1つ と して確 立 され た。 当該

法律 は 、法介入 の分野 を広 げ、HLMの 事 務 所や 団体 に対

し、企業 の管轄 に似 た管轄権 を与 えま した。 開発 に支障

があ る と認 め られて い る協 同組 合 の過 少 資本 化 に伴い 、

HLM協 同企 業 は協 同組 合の組合 員 では ない社 員 に も利用

でき るよ うになった。同時 に、1980年 に設 立 され たSDHC

(協 同住 宅 開発 企業)な どのツール を用 いて、 当該 近代

化 に貢献 して い る。 さらに、利 用 を広 げるた めの施 策が

実施 され 、協 同組 合員 の金融 投資 と家庭 を保 護す る こ と

が実施 されて い る。

2)2014年 の 「loiALuR」 法 制定 以降 の住 宅協 同組合 の

動 き

フ ラ ンス で は前 例 の ない 住 宅危 機 に直 面 して い る と

され、約80万 の 住宅 が不足 して い る とされ る。当該 不足

は、長年 に わたって建 設が減 少 した こ とに よる直接 的 な

結果 で あ り、市 場機能 に任せ て、福祉 国家 的政策 が弱体

化 した結 果で あ る とも言われ る。生 産 コス トの上 昇、信

用 度の低 下、金利 の高騰 に直 面 して、手 頃な価格 のプ ロ

ジェ ク トを開発 す るこ とはますます 困難 とな った。 毎年

400万 人 を超 える人々 が住 宅 を探 してお り、130万 人 が低

所得 者 向 けの手 頃な価格 の住 宅 を探 して いる。現 在低所

得 世帯 主権 の た めに毎年 開発 され た社会 住 宅の60%が

HLM協 同 組合 によって建設 され てい る。

当該住 宅危機 は、低 所得世 帯だ けで な く中所得 世帯 に

も影 響 を及 ぼ してい る。

そ の よ うな社 会 的 な変動 の 中で 、 フラ ンス では2014

年3月 にloiALUR(pourl'AccesauLogementetun

UrbanismeRenove)法 が 制 定せれ 、特 に初 めて参加 型住 宅

が規定 され、住 宅の 定義お よび組織 、住 民の役割 、ガバ

ナ ンス 、事業 主体 とプ ロモ ーター との ギャ ランテ ィー の

設 定等 が明記 され る よ うになった。

参加型住 宅 は、70年 代 にHLM協 同組 合 の管理 な どに疑

問を持 った住 民た ちが1971年 法 以降 の5年 後 、初 めて グ

ル ープ住居 を建設 した。その後 、2000年 代 に入 ってか ら

参加 型住居 へ と名 前 を変 えて、賃貸 との差 別化 を図 り、

エ コロジカル な性 格 が強い住居 へ と変化 させ て きた。

この10年 間 で参加型 住宅 は100件 か ら200件 ま で増

えてお り、「loiALUR」 法 制定後 、参加 型住 宅 は社 会的 に

も大変注 目され 、2～3年 後 には現在 よ り倍 にな る予定 で

あ る。

最近 、 これ までの参加 型住 宅 とは異 なる新た な試 み が

み られ 、2018年9月 、フランスで初 めてHLM住 宅 協 同組

合 と参加型 住宅 協 同組合 による ソー シ ャル ミックス型協



同住 宅がパ リ市 内に誕生 した。26戸 の うち、9戸 は参加

型住居 、12戸 はHAM住 居 、5戸 は社会 的住居 にな ってい

る。

写真3-1フ ランス初のHLMと 参加型組合によるミックス型組合住宅

3.3韓 国

韓国では、1980年 代後半に同じ職業や趣味、職場の同

僚、友達や親戚など、需要層(値 段、立地、規模等)を

中心に構成 された同好人が共同購入、共同事業を通 して

原価節減 と自分の好みの注文式で建設 される、 トンホイ

ン住宅(同 好人住宅)が 登場 し、1990年 代初期に何件が

都市部に建てられ関心を集 めたが、高い土地の値段や土

地探 し等様々な問題が起 こり、また特定の階級や職を持

つ人々のための住宅として認識 されその後建設は広がら

なかった。

しか し、IMF救 済金融を受 けた直後の1998年 以来、投

資概念 と田園生活を同時に満足 させたいとい うユーザー

の希望に応 じ、田園型 トンホイン住宅の建設が増加 した。

トンホイン住宅は居住者の土地取得や工事進行の混乱、

法規知識の不足などの理由か ら企画者主導型が主流であ

った。 トンホイン住宅 と一般分譲マンシ ョンと異なる点

は、①実費性② 自由設計③良好なコミュニティづ くりが

あげられる。

その後、2000年 代後期から都心部を中心に地域の住民

たちが育児問題 、住居問題な どを協力 し合いなが ら生活

する村 を作ろ うとい う意識が芽生え、2011年 にソウル市

に初めて地域密着型の共同体住宅が建設 され るようにな

った。現在、同じエ リア周辺に6プ ロジェク トがある。

、 鍾暖繭

滅

写真3-2地 域住民に開放する1階 部分の休憩スペースと共用室

窩

2012年 には韓国で 「協同組合基本法」が制定 され、住

宅協同組合が建設できるようになった。現在、住宅協同

組合は土地所有の有無によって、大きく3つ のタイプに

分類できる。専門業者定期借地権型 と住宅管理協同組合

型は、ソウル市が所有す る土地を賃貸す る場合であ り、

現在全国の地方公共団体の中で唯一である。借地期間は

基本30年 で、さ らに10年 延 長 す る ことがで き、最長40

年 借 りる ことがで きる。

1)個 人完全所有型

個人が土地 と建物すべて所

有するタイプである。そのた

め、設計か ら仕上げまで、入

居者がすべて参加することに

なっている。 日本の コープ住

宅のように建設組合は解散 し、

建設後は区分所有になる。

舳
入居者

〕 〕

土地i所 有

建物i所 有

図3-1個 人完全所有型

2)専 門業者定期借地権型(図3-2)

専門業者 がソウル市か ら土地を賃貸 し、建物を所有 し、

入居者に賃貸 として部屋 を貸す方法である。

3)住 宅管理協同組合型(図3-3)

ソウル市のSH住 宅公社が土地をソウル市から賃貸 し、

建設までは専門業者が土地を借 りて進行 させるが、入居

後は入居者が住宅協同組合を作 り建物 を所有する形態に

転換するとい う方式である。 ソウル市から借地す る場合

は、個人完全所有型のような入居者が設計から仕上げま

ですべて参加す ることはできず、部分的な参加になる。

また、住宅管理協同組合の設立が条件 となっている。現

在第1号 が建設中である。

土地 所有

賃貸
一

一
賃貸料

部屋の利用に関する

菖Qrsib
==… ≡

<■■■■ 入 居者

家 賃 〕_

賃貸

建物 所有 賃貸

図3-2専 門業者定期借地権型

土地 所有

賃貸
一

一
賃貸料 奮 響轟

(二土地使用料)

賃 貸

建物 所有

図3-3住 宅管理協同組合型

4.日 本国内の住宅における新たな所有形態の動き

4.1有 限責任事業組合住宅

有 限責任 事業組 合型 とは、 一般 に はLLP(Limitθd

LiabilityPartnership)と 言われてお り、「有限責任事業

組合」 とい う事業体を用いてコープ住宅やシェアハウス

の形態を実現 しようとする方式である。この法形態は具

体的には①構成員全員が有限責任で、②損益や権限の分

配が 自由に決めることができるな ど内部 自治が徹底 し、

③構成員課税の適用を受 けるとい う3つ の特徴を兼ね備



えたものである。

1)区 分所有者LLPに よる共有床経営のNハ ウス

2009年7H、 多摩ニュータウン内の未利用地を活用 し

たコーポラティブ方式のNハ ウスが建設 された。RC造6

階建ての1階 の共用スペースを区分所有者(LLP)で 共有

し、その家賃収入を維持管理費に充当す ることで住居費

負担を低減 し、老後の安心居住を 目指 した方式が利用 さ

れた。ナン トとしては、設計事務所、医療機関、喫茶店

が入居 している。

写真4-1Nハ ウスの外観と1階 のレス トラン

①収益構造の変化

前回の調査(2010年8月 実施)で は、テナン トの1つ

である設計事務所については、建物管理業務 と事務所使

用料を相殺 してお り、業務の範囲は特になくて働 きが悪

い とい うクレームが住民からあった。事業収支について

も多少の黒字であり、当初 当該方式は成功を収めていた

ように考えられた。

②有限責任事業組合から合同会社への変更

2017年4.月 の総会で有限責任事業組合は解散 し、すで

に1階 のテナン トに入店 していた設計事務所代表が代表

を務める合同会社が区分所有者23人 か ら委託を受けて、

テナン ト管理家賃の徴収などを行い、23世 帯に対 して配

当を行っている。そのため、区分所有者 のかかわ りも全

員から2名 へと減った。

③有限責任事業組合の解散理由

第1は 、手続きの煩雑 さである。有限責任事業組合は

役員の任期が10年 以内であること等から、10年 ごとに

再登記 をす るとい う事務上及びコス ト面で煩雑 さが存在

する。第2に 、当初は利益が少なく、組合員(入 居者)

への配 当部分も20万 円未満であったので、有限責任事業

組合 も入居者 も課税 されなかったが、上記合同会社の存

在により、入居者 も配当が増加 して課税対象になったこ

とが挙げ られ る。LLP解 散の最 も大きかった理由として

は、有限責任事業組合は組合員の遺産相続事由に対 し、

適切に対応できなかった ことであった。

2)シ ェアハウスB

①運営概要

シェアハ ウスBは 、有限責任事業組合の 「Mまちなか居

住有限責任事業組合」が運営す る学生専用シェアハ ウス

(築49年 ・RC造3階 建 ・11室)で ある。2013年4月 に商

店街関係者、大学教員、不動産事業プランナーを含むメ

ンバー でLLPを 設 立

し、入居 は2014年4

.月よ り開始 され た。

シェアハ ウス の運営

管 理や入居 者募集 は

LLPが そ の ほ とん ど

を担 ってお り、その 写真4-2シ ェアハウスBの 外観

中でもM中 央通 り商店街振興組合理事長夫妻が担当 して

いる。

②LLPの 設立経緯 と概要(表4-1)

Mま ちなか居住LLPは24名 の構成員 で構成されている。

ただ し、建物所有者は構成員に含まれていない。

出資金は1口50万 円として設定 されてお り、出資金

合計は1280万 円である。出資額を50万 円と設定してい

る理由は、LLP自 体の維持管理をす るために、不特定多

数の者を入れるよりも覚悟のある人を入れ るためだとし

ている。

出資金の下限は一律50万 円であるが、50万 円の金額

は負担が大きすぎるとして負担できないため、例外的に

30万 円の出資者が1名 存在 している。出資者の中での最

高額は150万 円であり、実質的な運営を全て行っている

M中 央通 り商店街振興組合理事長(以 下、MCSK理 事長)が

最 も多 く出資を行 っている。

表4-1Mま ちなか居住有限責任事業組合の概要

24名 建 物所有者(東 京在住)は 含まず

く構成員内訳〉

・M中 央通 り商店街振興組合理事長夫妻

・M中 心商店街協同組合理事長(LLPの 代表)

・M大 学(当 時)教 授

・不動産事業プランナー

・商店街関係者

・管理不動産会社関係者

・施工業者関係者

・M中 央通 り商店街振興組合理事長関係者

出資金合計1280万 円

出資金:一 口50万 円(出 資者最高額は150万 円)

例 外的に30万 円の出資者が1名

③事業形態選択理由と経緯

シェアハウス事業の事業形態としてLLPを 選択 した理

由は、不動産事業プランナーや司法書士が事業の構想殻

階で提案 したことであるとしている。 当初は、責任の所

在を明確にするため、株式会社の形態でや ることが検討

されたが、株式会社の場合では法人格 を有することで、

利益が発生 した時、会計年度 ごとに税金の支払いがあり

断念 している。

一方で、LLPの 場合では法人税が課税 されないので、

基本的に配当しない限 りLLP自 体が税金を支払 う必要が

なく、構成員の配当分に対す る直接課税になることから、

将来の改修等に向けて内部留保ができ、この事業におい



ては有利であると判断 された。 さらに、LLPの メリッ ト

として業務執行において出資者の全員参加 で意思決定を

行 う必要があるが、その方法は厳密に定められていない

ため、書面での意思決定が可能であることを述べている。

表4-2LLPの 事業形態におけるメリット

④事業の運営実態

シェアハ ウス開業までの事業費は4630万 円であった。

その主な内訳 として、設計料が315万 円、改修工事およ

び設備費で約4000万 円、備品購i入費が約220万 円、宣伝

のためのHPチ ラシ製作費が約100万 円かかっている。改

修費は、計画当初では2500万 円程度で済む と考えていた

が、建築基準法に適合 しない箇所が88箇 所見つか りその

改修で約1000万 円要 したほか、耐震補強が必要になり耐

震壁を設けることになったため、改修費が増加する原因

となってい る。

資金調達の方法は、LLPの 出資金のほかに市の住宅転

用に対する補助金450万 円と応募 を行った県主催のコン

ペ事業で得た補助金100万 円である。不足分の金額につ

いては借入れ を行ってお り、N金 融公庫か らは限度額の

1500万 円を10年 間返済で借入れてい る。それでも、不

足分が生 じたため商店街役員 と個人か ら1300万 円を借

りている。

事業開始後の収支では、2014年IH24日 か ら2017年

8.月30日 の3年7ヶ 月間で収入が約2000万 円に対 し、

支出は約1700万 円 となっている。収支 としては約270

万円の余剰金 を有 している状況であるが、金融公庫への

返済 として毎月14.6万 円があるほか、6名 の役員 ・個人

貸付金に対す る返済が1人 あた り20万 円を年1回 返済 し

てお り、いずれも2018年8.月 時点で返済期間が残 り約6

年残ってい る。

収入 における家賃はシェアハ ウスの入居者からの家賃

収入に加え、テナン ト2店 の家賃収入が含まれている。

⑤事業における課題

LLP組 織 としての課題点では、運営に携わるスタッフ

が不足 していることが挙げられている。構成員の うち主

に運営に関わっているのはMCSK理 事長夫妻であるが、自

らの商店経営を同時に行っていることから、シェアハ ウ

スの継続的な運営のためには同じ価値観 を共有 して関わ

るスタッフが2,3名 必要だとしている。

シェアハ ウスの経営面での課題点 としては、現在入居

率が約8割 である一方で、2室 以上の空室が2016年 より

継続 して発生しているので、安定して入居者を確保す る

ために周辺大学等 と連携 し、例 えば2部 屋 を留学生用 と

して確保 してもらうなどの方策が求め られている。また、

学生専用の募集に対 して、社会人からのニーズも存在す

るため、将来的に募集対象を拡大す ることの検討を要 し

ている。ただ し、学生専用 として募集 をしてきたことか

ら、募集対象を変更す る場合に入居者の学生やその親に

対する説明と告知が必要になるため、直ちに変更するこ

とは困難であるとい う。

4.2

1993年 に 竣 工 した

コープ住 宅A(RC造4

階建 て ・14戸)の は、

土地建物 は大家 がすべ

てを所有 し、居 住者 は

月 々賃料 を支払 う一般

賃貸 住宅 と同 じよ うな

賃貸 形式 で ある。

賃貸型コー プ住宅A

写真4-3コ ープ住宅Aの 外観

しかし区分所有 コープ住宅 と同様に、

広 さ、間取 り、設備等、居住者 に合わせて完全な自由設

計を行っている。

①賃貸システム

賃貸の場合、大家が銀行借入れ等で建設資金をまかな

うが、内装工事費を居住者が一端拠出 し、その拠出費用

分を大家が居住者 に30年 間で償還するシステムを採用

した。また家賃改定は、東京都の消費者物価指数を勘案

し2年 ごとに実施するルールを定めた。

②家賃システムの変更文4)

建設当初、住宅金融公庫か らは、返済期 間30年 の固定

金利7.0%(東 京都利子補給で実質4.0%)で 借入れをし

た。それ を竣工後6年 目に金利2.5%で 借 り換えること

で、銀行返済額が減 り、基準家賃を11.2%下 げ られた。

また、大家は、居住者か ら借 りている貸付金の金利が

5.5%返 済のままだと市況に合わず苦 しくなるため、銀行

の借 り換 えと同時に、居住者か ら借 りている貸付金の金

利を5.5%か ら3.0%へ 見直 した。

その後、2008年 貸付金システムを新設 し、居住者がま

とまった金額を大家に貸 し付け、それ を使って銀行残債

を減 らす ことを試みた。これにより大家は、2008年 の銀

行金利の見直 し時に6800万 円分の残元金を繰 り上げ返

済 し、居住者の家賃を大幅に下げることができた。

しか し、竣工後21年 目に家賃低減基金システムを終

了させた。居住者 にとっては、元金が保全 され銀行 に預

ける金利 よりも高い利息を、家賃の低減に利用できるこ

のシステムは、大きなメ リットであったが、バブル崩壊

後の状況では、利率の高い運用ができなくなっていた。

コープ住宅Aの スター ト時に、大家が入った生命保険の

一時払い養老保険(配 当金あ り)は、満期 となる20年 預け

ても、年利5.5%に 達 しない状況になってきていた。よ



って、20年 満期時に預かった元金 を各居住者に返還 した。

竣工30年 目で、大家は銀行か らの借入れ返済 と居住

者からの貸付金返済が終了することになる。そのため、

高齢で年金暮 らしになる居住者の状況を鑑み、大家の実

収入をこれまで と同程度 とし、基準家賃 を大きく引き下

げる合意を作った。

4.3株 主居住権方式のHハ ウス

2004年10.月 、株式会社 を用いた組合所有に近い形態

のHハ ウス(軽 量鉄骨造2階 建 て、8戸 、定期借地権契

約:契 約期間50年)が 竣工された。

この事業形態は、入居者予定者が株主の会社 を設立し

自らの出資金で建設資金および敷地の賃貸借契約資金な

どを調達 し、会社の経営 と施設の運営は平等の権利で入

居者が行 う方式である。

r}

写真4-4Hハ ウスの外観と周辺環境、共用畑

①株主居住権方式の導入理由

この方式を導入 した理由は、建設費の膨大な資金調達

が必要であって、土地を担保に借金す る方法の困難 と高

齢世代においての相続がからむ問題 であった。

②株主居住権方式の特徴

入居予定者が資金 を出し合って株式会社を設立 し、そ

の会社が建設工事の発注をして建物をつくり、株主が入

居する。建築資金は、出資金 と前払い家賃に相 当す る保

証金(家 賃7年 分前払い)で 支払い、融資を受けないた

め、金利負担がなく家賃などが割安である。

出資金は750万 円で、建設費用(1人 の最低限必要な

居室面積28㎡)と 共用施設の分担金である。居室面積 の

増加部分は建設協力金 として追加負担は家賃扱いで年次

償却す るかたちになっている。

建物全部は、株式会社の所有物 として登記、入居者は

これを借 りて住む。家賃および共益費については、土地

賃借料、建物固定資産税、共用部分光熱費 ・通信費、火

災保険料、メンテ費用、その他運営経費であ り、会社が

一括管理す る方式である
。

入居者は、株式の資産を相続、譲渡す ることで権利 を

保てる。 しかし、出資金は返却できないが、譲渡には会

社の取締役会の承認があれ ば可能(「 譲渡制限付き」)で

あ り、相続 も可能であるが、但 し相続人が入居すること

が原則である。会社 と入居者間に終身建物賃貸借契約 を

締結 してい る。

③入居者 の入れ替わ りと中古売買

前回の調査(2008年9月)で は、入居者の中で旦那 さ

んが運転 中死亡して、奥さん(Aさ ん)が 退去す ること

になった。預か り保証金の残 り分は336万 円(42ヶ 月)

であ り、7年 以内で退去する場合は、残存期間の家賃 と

保証金の相殺で精算(返 還割合)す るが、残 りの家賃分

は、入居者たちか ら 「勘弁 して頂きたい」 との申し出が

あ り、Aさ んは 「わか りました」 と解決 された。また、

自己都合で退去する場合 は、保証金の残額を返還 しない

とい うことを合意(賃 貸契約書)し ている。

2018年7月 現在、8戸 のうち3戸 に入居者の入れ替わ

りがあって、配偶者の死亡、配偶者の認知症、子供 との

同居が退去の原因であった。「終の棲家」とい う当初の事

業 目的通 り自宅 として死去 された方は1名 のみであ り、

また単身者 向けの1戸 は居住面積が狭く市場性がないこ

とか ら現在空室であった。

5.管 理組 合法 人に よる新た な経営 管理の 可能性

5.1Nハ イ ッ

Nハ イ ツは 、管理組 合法 人が管理 運営 を行 う1976年 築 、

総 戸数190戸 の 分譲 マ ンシ ョンで あ る。 管理形態 は、総

合 委託 か ら自主管理へ と変更 して い る。所在 は 、京 都市

で最寄 り駅 よ り徒歩10分 の 距離 に位置 して い る。

居住者 につ いて は、2018年4E現 在 で184世 帯 、357

人 が 居住 し、平均年齢 は49.98歳 で ある。居 住者 の うち、

65歳 以 上 は36.7%を 占 め、70歳 以 上で は23.5%と い う割

合 にな ってい る。

空室 は7戸 であ り、販 売 中の住戸 が3戸 、売却 予定 が

な く空室 の ものが3戸 、予備 室使 用が1戸 で あ る。また 、

分譲 当初 よ り190戸 全 てが 区分所有 され てい るが、そ の

中の7.8%に あ た る15戸 は外 部 区分 所有者 住戸 で賃貸化

し、現在 賃貸人 が入居 中で ある。
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図5-1Nハ イツの配置図および外観



表5-1Nハ イ ツの基本概要

1976年3月

6,783.45m

12,768.64m

<専 有 部 分>

10,491.00m

190F

第1種 住 居 地 域

自主 管理

2,267.34m

RC造

7階 建 て(3棟)

6階 建 て(3棟)

70台 来客用2台

準防 火地域

357人(世 帯総 数184世 帯)

平均年齢49.98歳

65歳 以上36.7%(70歳 以上23.5%)

計7戸 く内訳〉販売 中空室3戸 、

売却予 定無 し3戸 、予備 室使用

15F(7.8%)

外部区分 所有者 住戸 で賃貸 人が入居 中

1)法 人化の経緯

管理組合の法人化は、竣工よりll年 目の1987年12

Hに 行われた。法人化の目的は、1989年 に実施 した第1

次大規模修繕工事の工事資金一部 を住宅金融公庫から借

入れす るためであった。住宅金融公庫では、1987年 にマ

ンション管理組合が修繕工事を行 う際の融資制度を拡充

していたが、融資条件の一つ として管理組合が法人化 し

ていることを要 し、融資条件を満足す るため法人化 して

いる。一方で、住宅金融公庫の融資を受 ける前に取引銀

行への融資 申込みを行ったが、役員の連帯保証 を求めら

れたため借入れを断念 している。

2)法 人化のプロセス

管理組合の法人化 をす るにあた り、当時の理事長 ・副

理事長 ・会計担当理事の3名 を中心に理事会での検討が

行われた。 さらに、京都における法人化の先行事例が2

例存在 していたため、その うちの1箇 所へのヒア リング

を行い、理事会で検討す るための参考 としている。なお、

検討プロセスでは管理組合法人以外の法人形態は検討 し

てお らず、専門家の助言 も受けていない。ただ し、法務

局での法人登記手続 きのみ司法書士に委任 している。

また、法人化に伴 う合意形成については臨時総会を開

催 し、法人化決議 と管理規約一部改正の決議を行って、

全会一致で可決承認 している。

3)法 人化のメリッ ト

管理組合側の見解 として法人化のメリッ トは、当初の

目的である住宅金融公庫からの融資条件 を満たすこと以

外には存在 しない。ただし、法人化 した当時は現在 と異

な り、管理組合が管理費等の滞納者に対 して提訴す る場

合に 「管理組合の適格性審査」手続きを要 したとい う時

代背景があり、法人だ とその手続きが省略され るとい う

メリッ トがあった。一方で、法人化に伴い管理組合が不

動産を所有す ることが可能 になるが、法人化当初は不動

産を所有する予定がなく、メリッ トとして認識 していな

かった。

法人化 による間接的な効果 として、管理組合の中で

「法人なのだから経理 ・運営などをしっかりしなければ

いけない」といった意識が醸成 されたことや不動産所有

が可能になったことで、不動産購入を含む現在の運営計

画の作成へと繋がったことを言及 している。

4)法 人化のデメリッ ト

法人化によるデメリッ トは、主に登記手続きや税金に

関する次の3点 である。

①役員任期到来時の登記手続き

②法人税の申告義務

③収益事業の際に税負担が増加する。

①については、法人化をす ると代表理事の任期が更新

されると、更新手続きとして登記変更を法務局で2週 間

以内に行わなければならず、怠ると過料が科せ られる。

②は、法人に対 して法人府市民税が課税 されるため、そ

の報告義務が生 じることである。③の税負担増加は、法

人化 している場合に法人税均等割が課税 されることであ

る。ただし、京都府では収益事業を行っていない届出を

す ることで法人府市民税均等割(計7万 円)が免除される

が申告手続 きを要する。

5.2H団 地

H団 地管 理組合 は、周辺 に造成 され た15の 管 理 組合 の

中の一つ で ある。1980年 に 建設 されたH団 地 は5棟642

戸 か ら成 り立 ってお り、居住者 の平均年齢 は57歳 と なっ

てい る(表5-2)。 一 方 で、 区分所 有者 の平均年 齢 は70

～80歳 の 間 とな ってい る
。一 人住 まい の戸 数 は2015年

時 点で95戸(14.8%)と な ってお り、2006年 時 点 の約3

倍 とな ってい る。

2001年 に法 人格 を取得 し、翌年 には空 き住戸 を法人 が

取 得 ・改 装 し、ゲス トハ ウス と して利 用 してい る。
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図5-2周 辺 団 地 及 びH団 地 の配 置 図 、外 観(下 写真 ・ゲストハウス棟)



表5-2H団 地の基本概要

重i'iぎ1

■
部 一

冨 匡1崔

. .,1

瑠 器1寵 謡

23,255.62㎡
一書塁国

腰 囑

神奈川県住宅供給公社

642戸 5棟(8番 ～12番)

1462人(2015年 時 点)

呂番

9番

屑 甚論聞

昭 唖藍置…i琶

一

174」コ

ー
98　

約57歳

13階 建 て

12～14階 建 て

一

10書
一
138　 12～13階 建 て

11滑
一

111」コ 14階 建て

12番

集 会 室 、プレイロット、

一
121　

駐車 場、駐 輪場、

12～14階 建 て

ゴミ置き場 など

1)法 人化の経緯

管理組合の扱 う予算が多額(当 時6億 円ほど)で あ り、

当時の理事長が大金 を扱 うことに危機感 を感 じ、法人化

を通 して法律関係の明確化や、管理組合財産 と理事長の

個人財産 との区別を明確化する目的で法人化 した。法人

化する以前では、理事長にだけ権限があ りすぎるとい う

ことが問題視 されていた。

法人化する際、議案書を作成 し総会に諮ったところ、

特に異論は出なかった とい う。住民にとっては、法人化

によって特別 に差はないだろうとい う認識だった とい う。

管理組合の法人化については、一般的な管理組合であれ

ば実現のハー ドルは高 くない と考 えている。一方で法人

は収益事業を行っているとい うことではないため、収益

事業を行 う際の手続 き等の問題が発生せずに済んでいる。

2)法 人化のメリッ ト

法人化 したことのメリッ トとして、理事長の精神的な

負担の減少が多 く挙げ られた。築年数の経過に伴い、管

理費の滞納 も散見 され、訴訟 となった場合に法人でなけ

れば理事長の負担が大きく、法人でなければ対応が難 し

い とい う。

法人化 したか らと言って滞納問題に関 しては、結果的

に理事が対応するのに変わ りはないものの、法人 として

問題に対処 しているという影響は大きく、理事の精神的

な負担緩和 と共に、滞納す る側にとっても一定の影響 を

与えている。

3)法 人化のデメ リット

法人化す ることのデメリッ トに関 しては、特にないと

い う認識を持 っている。必要な書類の整備 などはあるも

のの、理事長の変更な どの登記事項変更で法務局へ手続

きを行 う程度 しか必要になった ことはない とい う。

4)法 人の運営

法人では、毎月3回 の理事会を行ってお り、月1回 の

広報誌(団 地の中で発行)で 情報発信を行っている。

理事の選任方式 として輪番制を導入 している。 しか し、

近年では高齢化などの影響で事前に依頼 し、指名す るよ

うな形で理事 を選任する場合もあるとい う。理事の任期

は2年 となってお り、2期 連続4年 が最長 と定められて

いる。また、役員報酬は設けられておらず、経費負担は

理事個人 となっている。その理 由として、報酬を設 ける

ことによる理事個人への責任発生を回避することを挙げ

た。周辺団地内では、月額3～4万 円を徴収 している管理

組合 もある中で、法人はコス トカ ットを徹底 し、逆に減

額することに成功 している。

6.ま とめ

アメリカでは、コン ドミニアム と効果的に競合するた

めに、コープ住宅が中低所得向けの受け皿 として、賃金、

税金、助成等の優遇を受けていることが分かった。また

日本のよ うに持家志向の強い、フランス及び韓国では、

近年、住宅協同組合関連の法律が制定され、持家 と賃貸

以外の新たな所有形態の選択肢が増えていることが明 ら

かになった。また、 このような新たな住まいを活性化す

るために、地方公共団体による制度計画や資金の融資等

の支援が継続的に行われていることが分かった。

日本においても、事例数は少ないが、所有形態の新た

な動 きとして有限責任事業組合住宅、賃貸型コープ住宅、

株主居住権方式の住宅などが登場 してお り、一部ではあ

るが、学生入居者への家賃補助(「学生等向け中心市街地

居住促進事業」)を行っている地方公共団体 も出始めてい

る。

今回の外国調査では、事業主体や支援団体を中心に予

備調査を行 ったが、今後継続 して欧米の住宅協同組合制

度及び事例 についてより深 く本調査 を行 う予定である。
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